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【被害状況及び融資希望調査書作成にあたっての留意事項】 

 

１ 被害農業者として認める前提として、次の具体的要件を具備することが必要である。 

（１）農業経営の主宰者として、その責任を負うものであること。 

（２）（１）の者の年間総所得のうち、農業に係る所得が５０％以上を占めていること。 

なお、被害農業者の経営収支等を調べたうえで、再生産資金及び施設復旧資金の融資を

真に必要としている者に限ることとし、過大な資金需要の計上のないよう十分配慮するこ

と。 

 

２ 調査書作成にあたっては、以下の点に注意すること。 

（１）調査書は被害農業者ごとに作成すること。 

（２）「単位当り平年収量」は、農業共済の対象作物については、農業共済組合の農業共済

損害評価委員が認めた基準収量あるいは当該被害農業者の過去５年間の豊凶を除く３

か年平均、農業共済の対象となっていない作物については、過去５年間の豊凶を除く

３年間の平年収量を記入すること。（時間がかかる場合は、「令和８年農業災害による

損失額算定に係る標準収量及び単価一覧」の数値を参考に記入してもらって差し支え

ない。） 

（３）「減収率」は小数点以下第４位を四捨五入し、小数点以下第３位まで記入する。 

（４）「平年販売単価」は、県の作成した「令和８年度農業災害による損失額算定に係る標

準収量及び単価一覧」の数値を参考に、最近３カ年の状況等を勘案して市町村が決め

るものとする。 

（５）「減収量」「被害面積」の記入にあたっては、現地調査を行う等、当該農作物の被害が、

このたびの災害によるものか否か、市町村の責任において認定すること。 

（６）「貸付限度額」の記入にあたっては、資金ごとに次のいずれか低い額とすること。 

   ①経営安定資金 

    ・実被害額Ｍの８０％＝Ｎ 

    ・６００万円 

   ②施設復旧資金 

    ・復旧必要経費Ｃの８０％＝Ｄ 

    ・１，０００万円 

（７）「融資希望額」の記入にあたっては、貸付限度額の範囲内で融資を希望する額とする

こと。 

 

 

 


